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建設アスベスト訴訟全国連絡会 

 

１ 最高裁判所第一小法廷（深山卓也裁判長）は、本日、首都圏建設アスベスト神奈川第

１陣訴訟（以下「神奈川 1 陣訴訟」という。）、首都圏建設アスベスト東京第１陣訴訟

（以下「東京 1 陣訴訟」という。）、関西建設アスベスト京都第１陣訴訟（以下「京都

1 陣訴訟」という。）及び関西建設アスベスト大阪第１陣訴訟（以下「大阪 1 陣訴訟」

という。）について、一審被告国及び一審被告建材メーカーらの責任を認める判決を言

い渡した。 

  最高裁判所第一小法廷は、すでに東京１陣訴訟、京都１陣訴訟及び大阪１陣訴訟にお

いて、一審被告国の上告受理申立てを不受理としており、労働者のみならず一人親方及

び中小事業主（以下「一人親方等」という。）に対する国の責任を認めた原判決は確定

していた。 

また、同第一小法廷は、京都 1 陣訴訟及び大阪 1 陣訴訟において、原審で責任が認め

られた一審被告建材メーカーらの上告受理申立てを不受理としており、主要曝露建材に

ついて高いシェアを有する建材メーカーらの共同不法行為責任を認めた原判決が確定

していた。 

今回の最高裁判決は、これらを前提として、国の責任期間や違法事由、一人親方等に

対する国の責任を認める法理等を明らかにするとともに、建材メーカーらの責任期間や

注意義務の内容、共同不法行為責任を認める法理等を明らかにした。  

 

２ 国の責任について 

  最高裁判所第一小法廷は、国は、1975(昭和 50)年 10 月 1 日（改正特化則施行日）以

降 2004(平成 16)年 9 月 30 日（改正安衛令施行日前日）までの間、事業主に対し、屋内

作業者が石綿粉じん作業に従事するに際し防じんマスクを着用させる義務を罰則を

もって課すとともに、これを実効あらしめるため、建材への適切な警告表示（現場掲示

を含む。）を義務付けるべきであったにもかかわらず、これを怠ったことは著しく不合

理であり、国賠法 1 条 1 項の適用上違法であると判示し、神奈川第 1 陣訴訟について国

の上告を棄却して国の責任を確定させ、神奈川 1 陣訴訟について被災者 20 名に対する

国の賠償責任を確定させた。 

  また、労働者でなくとも屋内建設現場においても、石綿粉じん作業に従事して石綿粉

じんに曝露した者との関係においても国賠法１条１項の適用上違法になるとし、一人親

方等（解体作業に従事する者を含む）に対する国の責任を認め、神奈川 1 陣訴訟及び大

阪 1 陣訴訟について、原判決を一部破棄して審理をやり直すべく原審に差し戻した。 

  本判決は、建設アスベスト訴訟に関する初の最高裁判決であり、労働者だけでなく一
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人親方等に対する国の責任を認めた点において画期的な意義を有するものと高く評価

できる。 

  しかし、屋外作業者に対する国の責任を否定したことや責任期間で救済に線引きした

こと等は極めて不当であり、強く抗議する。  

 

３ 建材メーカーらの責任について 

  最高裁判所第一小法廷は、建材メーカーらは、配管工等の後続作業者も含めて警告義

務があり、これに違反したとして注意義務違反を認めた。また、建設アスベスト被害者

に対する民法 719 条 1 項後段の類推適用による共同不法行為責任を認め、神奈川 1 陣訴

訟の大工の被災者 24 名につき自判して増額し、また中皮腫の被災者 4 名につきメーカ

ーらの上告を棄却した上、建材メーカーらの責任を確定させた。さらに、神奈川 1 陣訴

訟のその余の職種及び東京１陣訴訟について原判決を一部破棄して審理をやり直すべく

原審に差し戻した。  

最高裁が建材メーカーらの共同不法行為責任を認めたことは、被害者が建材メーカー

の行為と損害の間の因果関係の立証が困難である本件の特質を正しく受け止めたものと

して高く評価することができる。  

  しかし、京都１陣訴訟及び大阪１陣訴訟について、原判決が屋外作業者に対する建材

メーカーの責任を認めた結論を覆し、クボタ、ケイミュー及び積水化学工業の責任を否

定したことは極めて不当であり、この判断には強く抗議するものである。  

 

４ 国は建設アスベスト被害者に謝罪し、全ての建設アスベスト訴訟を早期に解決すると

ともに、建設アスベスト被害者補償基金を創設せよ 

  2008(平成 20)年 5 月 16 日に建設アスベスト訴訟が東京地裁に提訴されてからすでに

13 年が経過した。この間、全国各地で建設アスベスト集団訴訟が提起され、原告の総数

は、今回最高裁判決を受けた４事件を含め、被災者単位で 900 名を超えているが、その

うち７割を超える者が亡くなっており、生存被災者は３割にも満たない。もはやこれ以

上の解決の引き延ばしは許されない。 

  2020(令和 2)年 12 月 14 日、東京 1 陣訴訟における最高裁判所第一小法廷の上告受理

決定により国の法的責任が確定し、同年 12 月 23 日、田村憲久厚生労働大臣は、原告代

表者を大臣室に招いて謝罪するとともに被災者救済のための協議の場を設けるとの考え

を示した。 

  国は本最高裁判決を真摯に受け止め、全国の建設アスベスト訴訟を速やかに和解に

よって解決すべきである。  

  また、建材メーカーらも徒に訴訟を引き延ばすことなく、早期解決のため、和解のテ

ーブルに着くべきである。  

  さらに、アスベスト関連疾患による労災認定者はこれまでに約１万 8000 人に上り、建

設業がその半数を占め、石綿救済法で認定された被害者の中にも相当数の建築作業従事

者が含まれている。また建設アスベスト被害者が今後も毎年 500～600 人ずつ発生する

ことが予測されている。そこで、これらの被害者が裁判などしなくとも早期に救済され

るよう、「建設アスベスト被害者補償基金」を創設することが喫緊の課題となっている。

現在、与党建設アスベスト対策ＰＴにおいて協議が進められているが、国及び建材メー

カーは、与党ＰＴと連携し、基金創設に向け最大限の努力をすべきである。 

以 上 


